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日  時 ２０２３年 １１月１日（水） １０：００～１１：２０ （入室開始 ９：５０） 
  

概  要 

経済安全保障対応が来年 4 月から施行されますが、当面は少数の金融機関での
対応にとどまるほか、対象となる勘定系システムも預金業務関連システムから開
始となるなど、ミニマムスタートとなる見通しです。 
しかしながら、間接的に対象行以外の預金取扱金融機関においても、融資先や投
資先が各省庁が公布する関連法の対象となることが考えられ、ひいては融資業
務におけるプロセス変革や融資先との契約条件の見直し等が必要となる恐れが
出てきました。 
本講では、サイバーセキュリティを起点とした経済安全保障に至るまでの経緯  
をはじめ、セキュリティ・クリアランスをはじめとした関連法規への対応の在り方に
ついてわかりやすく解説いたします。 

・  

参加方法  

Zoomウェビナーにて開催します。申し込みの後、返信メールの指示に従って Zoom 
ウェビナーへの事前登録を行ってください。専用の招待状・参加用 URLが作成され 
送付されます。専用の招待状・参加 URLは第三者に送信しないでください。 
複数のデバイスからは参加できません。記録のため、録画いたします。 
※職場・在宅にて安定したインターネット・PC環境を整えて受講してください。 

  

参加対象  
金融機関の取締役、監査役、執行役員、部門長、内部監査人を主な対象とします。

社外役員を含め、ご関心のある方々に広くお声がけください。 
  

参加費用 

会員無料、非会員１５,０００円 

※非会員の方は、個人会員（年会費 15,000円）、賛助会員（年賛助金１口 10,000円、

4口以上）に登録のうえ、お申し込みください。本ウェビナーの申し込み時に無料ク

ーポンが利用できます（受講費無料となります） 

※金融機関の社外役員（個人会員）には すべてのセミナーを無料で提供します。 
  

プログラム 

講演 経済安全保障とセキュリティ・クリアランス 

①サイバーセキュリティにおけるサードパーティリスク対応 

②サードパーティリスク対応から経済安全保障への道筋 

③経済安全保障関連法の概要と金融機関実務へのインパクト 

④主要な届け出内容と審査における留意点 

⑤当面の対応として必要となるチェックリスト 

講師 株式会社 NTTデータ経営研究所 金融経済事業本部  

金融政策コンサルティングユニット ユニット長／パートナー 

大野 博堂 氏 

※講演 60分程度、質疑応答・意見交換 20分程度 
  

受講証明 
CIA、CFE、CISA等に係る CPE申請のための受講証明を発行します（１CPE） 
※CPE証明の発行には本人確認が必要です。お顔と名刺をカメラで映して 
ください（録画いたします）。 

  

申し込み 協会ホームページよりお申し込みください。https://ifra.jp/seminar_info/index.html 
 

【会員無料】《金融高度化ウェビナー・モーニング》  

経済安全保障とセキュリティ・クリアランス 

https://ifra.jp/seminar_info/index.html

